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   がんばろう大月公共交通事業者等運行継続緊急支援金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症及び燃料価格高騰による影響を受け、

継続的な運送事業に支障が生じている公共交通事業者等に対し、予算の範囲内におい

て事業継続のための支援を行うことについて、大月市補助金等交付規程（昭和４３年

大月市訓令第３号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) 路線バス事業者 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号。以下「法」という。）

第４条の許可を受け、同法第３条第１号イに掲げる一般乗合旅客自動車運送事業を

営んでいる事業者をいう。 

(2) 貸切バス事業者 法第４条の許可を受け、同法第３条第１号ロに掲げる一般貸切

旅客自動車運送事業を営んでいる事業者をいう。 

(3) タクシー事業者 法第４条の許可を受け、同法第３条第１号ハに掲げる一般乗用

旅客自動車運送事業を営んでいる事業者をいう。 

(4) 運転代行事業者 自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律（平成１３年法

律第５７号。以下「代行法」という。）第２条第２項に規定する運転代行業を行う者

をいう。 

 （支援対象者） 

第３条 支援金の交付を受けることができる者は、次の各号に掲げる者であって、当該

各号に定める者（以下「事業主体」という）とする。 

(1) 路線バス事業者 市内に、法第５条第１項第１号に定める事業所又は同法同条同

項第３号に定める営業所を有し、道路運送法施行規則（昭和２６年運輸省令第７５

号）第３条の３第１号の路線定期運行を行っている事業者とする。 

(2) 貸切バス事業者 市内に、法第５条第１項第１号に定める事業所を有する事業者

とする。 

(3) タクシー事業者 市内に、法第５条第１項第１号に定める事業所又は同法同条同

項第３号に定める営業所を有する事業者とする。 

(4) 運転代行事業者 市内に、代行法第５条第１項第２号に定める営業所を有する事

業者とする。 

 （支援対象車両） 

第４条 次の各号に掲げる事業主体の区分に応じ、当該各号に定めるものを支援対象と

する。 

(1) 路線バス事業者 法第５条第１項第３号に定める市内の営業所にて管理してい

る事業用自動車両とする。 

(2) 貸切バス事業者 法第５条第１項第３号に定める市内の営業所に配置している

事業用自動車両とする。 

(3) タクシー事業者 法第５条第１項第３号に定める市内の営業所に配置している

事業用自動車両とする。 
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(4) 運転代行事業者 代行法第５条第１項第２号に定める市内の営業所にて管理す

る代行法第２条第７項に規定する随伴用自動車とする。 

 （支援金の額） 

第５条 支援金の額は、次の各号に掲げる事業主体の区分に応じ、当該各号に定めるも

のを支援金の額とする。 

(1) 路線バス事業者 支援対象車両１台につき２５万円とする。 

(2) 貸切バス事業者 支援対象車両１台につき１０万円とする。 

(3) タクシー事業者 支援対象車両１台につき５万円とする。 

(4) 運転代行事業者 支援対象車両１台につき５万円とする。 

 （交付申請） 

第６条 事業主体は、がんばろう大月公共交通事業者等運行継続緊急支援金交付申請書

（様式第１号）に、事業主体ごとに次に掲げる書類を添付し、令和４年１２月２０日

までに市長に提出するものとする。 

(1) 路線バス事業者 

 ア 一般乗合旅客自動車運送事業の許可を受けていることを証するもの 

 イ 市内に事業所及び営業所を有していることを証するもの 

 ウ 市内の営業所にて管理され、実在する事業用自動車両数を証するもの 

 エ その他市長が必要と認める書類 

(2) 貸切バス事業者 

 ア 一般貸切旅客自動車運送事業の許可を受けていることを証するもの 

 イ 市内に事業所を有していることを証するもの 

 ウ 市内の事業所に配置し、実在する事業用自動車両数を証するもの 

 エ その他市長が必要と認める書類 

(3) タクシー事業者 

 ア 一般乗用旅客自動車運送事業の許可を受けていることを証するもの 

 イ 市内に事業所及び営業所を有していることを証するもの 

 ウ 市内の営業所に配置し、実在する事業用自動車両数を証するもの 

 エ その他市長が必要と認める書類 

(4) 運転代行事業者 

 ア 代行法第５条第２項の規定により山梨県公安委員会から認定を受けたことを

証するもの 

 イ 市内に営業所を有していることを証するもの 

 ウ 市内の営業所にて管理され、実在する随伴用自動車両数を証するもの 

 エ その他市長が必要と認める書類 

 （交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定により申請があった場合には、その内容を審査し、速やか

に交付の可否及び支援金の額を決定し、がんばろう大月公共交通事業者等運行継続緊

急支援金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により、事業主体に通知するもの

とする。 

 （支援金の交付等） 
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第８条 前条の支援金の交付決定の通知を受けた事業主体が、支援金の交付を受けよう

とするときは、がんばろう大月公共交通事業者等運行継続緊急支援金交付請求書（様

式第３号。以下「請求書」という。）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の請求書の提出があったときは、内容を審査の上、支援金の交付を行

うものとする。 

 （支援金の返還等） 

第９条 市長は、事業主体が次の各号のいずれかに該当したときは、その支援金の交付

決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した支援金の全部若しくは一部の

返還を命じることができる。 

(1) 法令等又はこの要綱に違反したとき。 

(2) 虚偽の申請又は不正な手段により支援金の交付を受けたとき。 

(3) その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

２ 前項の規定に基づき、取消しを命ずるときはがんばろう大月公共交通事業者等運行

継続緊急支援金取消通知書（様式第４号）により、支援金の返還を命ずるときはがん

ばろう大月公共交通事業者等運行継続緊急支援金返還通知書（様式第５号）により、

交付申請者に通知する。この場合において、支援金の取消額又は返還額等は、市長が

決定することとする。 

３ 前２項に規定する支援金の交付決定の取消し及び支援金の返還により、交付申請者

が受けた損害については、市はその賠償の責めを負わない。 

 （検査等） 

第１０条 市長は、本事業に係る予算の適正な執行を図るため必要があると認めるとき

は、交付決定を受けた者に対し、報告若しくは関係書類の提出を求め、又は帳簿、書

類、その他物件等を検査することができる。 

 （その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

 （失効） 

２ この告示は、令和５年３月３１日限り、その効力を失う。 

 （失効に伴う経過措置） 

３ 前項に規定する日以前に、この支援金の交付の決定を受けた者に対するこの告示の

規定は、同項の規定に関わらず、同日後もなおその効力を有する。  
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様式第１号（第６条関係） 

年  月  日 

（あて先） 

大月市長 

 

住  所 

会 社 名 

代表者名 

電  話 

 

がんばろう大月公共交通事業者等運行継続緊急支援金交付申請書 

 

 事業の継続のため、がんばろう大月公共交通事業者等運行継続緊急支援金交付要綱第

６条の規定に基づき、次のとおり、支援金の交付を申請します。なお、同要綱第９条第

１項に該当した場合、支援金の返還等に同意します。 

 

 

１ 路線バス事業者 

 

申請額                 円 

  内訳： ２５万円 ×      台（市内営業所 事業用自動車両数） 

 

２ 貸切バス事業者 

 

申請額                 円 

    内訳： １０万円 ×      台（市内営業所 配置車両数） 

 

３ タクシー事業者 

 

申請額                 円 

       内訳：  ５万円 ×      台（市内営業所 配置車両数） 

 

４ 運転代行事業者 

 

申請額                 円 

       内訳：  ５万円 ×      台（市内営業所 随伴用自動車両数） 

 

  



5 

＜添付書類＞ 

１ 路線バス事業者 

 ・一般乗合旅客自動車運送事業の許可を受けていることを証するもの 

 ・大月市内に事業所及び営業所を有していることを証するもの 

 ・大月市内の営業所にて管理され、実在する事業用自動車両数を証するもの 

・その他市長が必要と認める書類 

 

２ 貸切バス事業者 

 ・一般貸切旅客自動車運送事業の許可を受けていることを証するもの 

 ・大月市内に事業所を有していることを証するもの 

 ・大月市内の事業所に配置し、実在する事業用自動車両数を証するもの 

・その他市長が必要と認める書類 

 

３ タクシー事業者 

 ・一般乗用旅客自動車運送事業の許可を受けていることを証するもの 

 ・大月市内に事業所及び営業所を有していることを証するもの 

 ・大月市内の営業所に配置し、実在する事業用自動車両数を証するもの 

 ・その他市長が必要と認める書類 

 

４ 運転代行事業者 

・代行法第５条第２項の規定により山梨県公安委員会から認定を受けたことを証す

るもの 

・大月市内に営業所を有していることを証するもの 

・大月市内の営業所にて管理され、実在する随伴用自動車両数を証するもの 

・その他市長が必要と認める書類 
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様式第２号（第７条関係） 

大月市指令第  号 

年  月  日 

 

 様 

 

大月市長           ㊞ 

 

 

がんばろう大月公共交通事業者等運行継続緊急支援金交付（不交付）決定通知書 

 

  年 月 日付けで申請のありましたがんばろう大月公共交通事業者等運行継続緊急

支援金について、次のとおり交付（不交付）することを決定しましたので、がんばろう

大月公共交通事業者等運行継続緊急支援金交付要綱第７条の規定により、通知します。 

 

 

 

 

  １ 支援金交付決定額                    円 

 

 

  ２ 不交付の理由 
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様式第３号（第８条関係） 

 

 

がんばろう大月公共交通事業者等運行継続緊急支援金交付請求書 

 

  年  月  日 

（あて先） 

大月市長 

住 所                 

 

会社名                 

 

代表者             ㊞   

 

 

    年  月  日付け大月市指令第  号で交付の決定を受けた、がんばろう大

月公共交通事業者等運行継続緊急支援金について、交付されたく、がんばろう大月公共

交通事業者等運行継続緊急支援金交付要綱第８条の規定に基づき、下記のとおり請求し

ます。 

 

記 

 

１ 交付決定額     金           円 

 

２ 振込先 

金融機関名  
銀行 信用金庫 

信用組合 農協 
 支店 

ふりがな  

口座名義  

預金種類 普通 ・ 当座 口座番号        
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様式第４号（第９条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

 様 

 

大月市長           ㊞ 

 

 

がんばろう大月公共交通事業者等運行継続緊急支援金取消通知書 

 

  年 月 日付けで通知したがんばろう大月公共交通事業者等運行継続緊急支援金の

交付決定の全部（一部）について、がんばろう大月公共交通事業者等運行継続緊急支援

金交付要綱第９条の規定に基づき、次のとおり取り消しましたので通知します。 

 

 

 

 

  １ 取消額                       円 

 

    取消後の交付決定額                 円 

 

 

  ２ 取消事由 
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様式第５号（第９条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

 様 

 

大月市長           ㊞ 

 

 

がんばろう大月公共交通事業者等運行継続緊急支援金返還通知書 

 

  年 月 日付けで交付決定を取り消したがんばろう大月公共交通事業者等運行継続

緊急支援金について、既に交付した支援金を下記のとおり返還されるようがんばろう大

月公共交通事業者等運行継続緊急支援金交付要綱第９条の規定に基づき、通知します。 

 

 

 

 

  １ 返還額                    円 

 

 

  ２ 返還期限           年   月   日 

 


